
第４部 外国税額控除制度・外国子会社配当益金
不算入制度の法令・通達の構造

１．外国税額控除制度に係る法令（平成21年度改正以後）・通達の構造
（１）　控除対象外国法人税の額の控除（法法69①）

外国法人税の額の控除 所得の金額の計算 
  

16-3-22 外国法人税額の高率 
負担部分の判定 

16-3-23 予定納付等をした場 
合の高率負担部分の 
判定 

16-3-24 総収入金額の計算における連結法人株式の帳簿価額修正額の取扱い 
16-3-25 総収入金額の計算における譲渡損益調整額の取扱い 16-3-27 貸付金に準ずるもの 
16-3-28 外国法人税の額から控除されるもの        16-3-29 事業の区分 
16-3-30 所得率等が変動した場合の取扱い         16-3-31 総収入金額 
16-3-32 内部取引による益金の額の収入金額からの除外   16-3-33 資産の売却に係る収入金額 
16-3-34 棚卸資産の販売による収入金額   16-3-35 棚卸資産の販売以外の事業に係る収入金額 

16-3-5 外国税額控除の適用時期 
16-3-6 予定納付等をした外国法人税についての税額控除の適用時期 
16-3-7 国外からの利子、配当等について送金が許可されない場合の 

外国税額の控除 
16-3-8 租税条約による限度税率超過税額 
16-3-26 外国法人税額に増額等があった場合  
16-3-53 外国法人税の換算  

16-3-4 源泉徴収の 
外国法人税等 

法法69① 
控除対象外国法人税の額の控除  

法令141 
 外国法人税の範囲 

① 外国法人税 
の意義 

② 外国法人税に 
含まれるもの 

③ 外国法人税に 
含まれないもの 

⑤ 通常行われる
取引と認めら
れない取引の
意義 

⑥ 特殊の関係の
ある者の意義 

法法69⑩ 
 控除対象外国法人税の額の控除の 
申告要件（１⑹） 

法法69⑧ 
 外国法人税の額が適用事業年度開始
日後７年内開始事業年度に減額され
た場合の調整（１⑸） 

① 高率負担部分の 
金額の計算 

② 利子等に係る高率負担 
部分の金額の計算 

④ 調整所得金額の 
  意義 

法令142 の３ 
 外国税額控除の対象とならない外国法人税の額 

法規29  
 外国税額控除の対象と
ならない外国法人税の
額の計算に係る総収入
金額等 

法法41 
 控除対象外国法
人税の額の損金不
算入 

措法66 の7① 
 特定外国子会社等の課税対象金額に係
る外国法人税の額を控除対象外国法人
税の額とみなす規定 

平成21年４月１日以後開始事業年度に納付 
することとなる外国法人税（法法69①）に 
ついて適用する（改正法附則12①） 

平成 21年４月１日以後開始事業
年度に納付することとなる外国
法人税（法令141①）について適
用する（改正法令附則10） 

一 任意に還付請求できる税 
二 納税猶予期間を任意に定められる税 
三 附帯税等 

16-3-1 
 外国法人税の一部
につき控除申告を
した場合の取扱い 

③ みなし納付外国法人 
税額が含まれる場合 

～ ～ 

⑦ 非課税所得に課される 
外国法人税の額 

一 みなし配当の事由により
交付金銭等に課される外
国法人税の額（一定の金額
を除く。） 

二 移転価格税制の第２次調
整に係る配当等とみなし
て課される外国法人税の
額 

三 外国子会社から受ける剰
余金の配当等を課税標準
として課される外国法人
税の額等（※） 

⑧ その他政令で定める 
外国法人税の額 

一 特定外国子会社等から
受ける剰余金の配当等
を課税標準として課さ
れる外国法人税の額 

二 特定外国法人から受け
る剰余金の配当等を課
税標準として課される
外国法人税の額 

（※）改正法附則44⑤の適用がある場合には、剰余金の配当等
の額から、特定外国子会社等から受ける剰余金の配当等の額
（その特定外国子会社等の平成21年４月１日前開始事業年度
に係るものに限る）を除く（改正措令附則27⑥）

改正法附則８又は改正法附則44⑤の
適用がある場合には、外国子会社の配
当等に係る外国法人税の額の益金算
入（旧法法28）を適用しないで計算す
る（改正法令附則12、改正措令附則
27⑤） 


